
市債残高の推移 

市債残高は増加の一途を辿っていましたが、平成 14、15 年度をピークに減少に転じています。 

 一般単独事業債が減少する一方、臨時財政対策債が増加しています。起債借入額を償還元金以下に抑

制することで確実に市債残高を減らしています。 

                                                   (単位:百万円） 

区   分 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

一般公共事業債 1,392 1,488 1,554 1,517 1,481 1,409 1,421 1,399 1,444 1,424 

一般単独事業債 4,932 4,838 4,410 4,178 3,975 3,541 3,122 2,650 2,266 1,891 

公営住宅建設事業債 827 935 897 847 787 743 1,020 1,021 1,259 1,215 

学校教育施設等整備事業債 993 1,028 950 864 796 724 716 649 577 554 

辺地対策事業債 74 56 57 44 32 32 40 64 85 93 

災害復旧事業債 49 41 34 33 32 32 28 24 20 18 

一般廃棄物処理事業債 10 6 2 / / / / / / / 

厚生福祉施設整備事業債 353 254 192 170 148 128 107 39 35 30 

社会福祉施設整備事業債 / / 24 24 24 24 22 20 18 16 

地域改善対策特定事業債 267 218 176 139 109 82 58 39 23 11 

財源対策債 267 261 255 263 274 258 252 232 214 196 

臨時財政特例債 46 39 34 28 22 17 12 3 2 1 

公共事業等臨時特例債 10 5 / / / / / / / / 

減税補てん債 772 774 769 763 746 716 657 595 530 464 

臨時税収補てん債 177 167 157 148 138 127 117 106 95 84 

臨時財政対策債 153 474 1,091 1,536 1867 2,135 2,343 2,509 2,796 3,284 

調整債(S60.61.62.63) 52 46 40 34 27 21 17 11 8 6 

福岡県貸付金 55 633 615 604 568 749 838 903 840 771 

その他 2,546 2,522 2,476 2,430 2,356 2,291 2,216 2,171 2,137 2,089 

合   計 12,975 13,785 13,733 13,622 13,382 13,030 12,986 12,436 12,349 12,145 

※表示単位未満四捨五入の関係で合計と一致しない個所があります。 

○減税補てん債・・・国の減税政策により個人住民税の減税が実施された場合、その減収額を埋めるため

に借入れする地方債です。平成１０年度から発行しています。平成１１年度からは恒久的減税に伴う地方税

の代替的な財源として、地方特例交付金が創設され、減収額の3/4が交付されており、残りの1/4を減税補

てん債で賄っています。 

○臨時税収補てん債・・・地方消費税の収入が平成９年度において平年度化していないことに伴う影響に対

処するために発行したものです。 

○臨時財政対策債・・・地方財政計画上の収支不足は、従来、交付税特別会計で借り入れ、交付税で措置

されてきましたが、平成１３年度よりこの借入方式を見直し、収支不足を国と地方が折半して負担することと

なり、この地方負担分を賄うために発行されることとなったものです。 
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基金残高の推移 

平成１３年度をピークに基金残高は減少に転じています。平成２２年度は、市債管理基金、学校施設整備

基金、総合文化施設整備基金に積み立てを行い将来負担の軽減を図ることができました。 

                                                 (単位:百万円） 

区   分 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

    

 

積

 

立

 

基

 

金 

財政調整 1,242 1,143 1,184 1,034 950 946 948 1,013 1,093 1,195 

市債管理 411 411 411 411 412 412 414 415 416 518 

市営住宅整備 106 106 106 106 106 106 106 76 0 0 

学校施設整備 1 1 2 2 2 2 2 2 2 102 

職員退職手当 175 175 295 295 395 396 296 297 169 169 

総合文化施設整備 218 219 220 222 223 225 210 157 69 121 

ふるさと創生 302 23 3 3 3 3 3 3 3 3 

地域福祉 178 64 51 51 49 56 56 56 56 56 

観光開発 47 53 36 26 5 5 6 6 2 3 

中山間ふるさと・水と土 10 11 10 10 9 9 9 10 10 10 

ふるさとづくり応援         4 12 

合   計 2,690 2,206 2,318 2,158 2,154 2,160 2,050 2,035 1,824 2,189 

定額運用基金 299 280 280 280 280 278 278 279 278 278 

                ※表示単位未満四捨五入の関係で合計と一致しない個所があります。  
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